JAPAN 



EDICT OF GOVERNMENT M 

In order to promote public education and public safety, equal justice for all, 
a better informed citizenry, the rule of law, world trade and world peace, 
this legal document is hereby made available on a noncommercial basis, as it 
is the right of all humans to know and speak the laws that govern them. 



JIS B 9656 (2005) (Japanese) : Design rules for 
safety and sanitation of noodle making machinery 




The citizens of a nation must 
honor the laws of the land. 

Fukuzawa Yukichi 




リ It.: 



BLANK PAGE 




PROTECTED BY COPYRIGHT 



製 めん 機械の 安全 及び 衛生に 
関する 設計 基準 

JIS 8 9656 :2005 

(JFMA) 

(2010 MR) 



平成 17 年 9 月 20 日 改正 
日本 工業 標準 調査 会 審議 

(日本 規格 fete 会 発行) 
法に よ り 無断での 班 製， 転載 等は蔡 止されて お ります • 



B 9656 ： 2005 



日本 工業 標準 調査 会 標準 部会 産業機械 技術 専門 委颺会 構成 表 



(委興 会長） 





氏名 




所厲 


朗 


田 


泰 


英 


財団法人 電力 中央 研究所 


永 


壽 


伴 


車 


独立 行政法 人 産 紫 技術 総合 研究所 


大 


地 


昭 


生 


日本 内燃機関 速裔会 


大 


湯 


孝 


明 


社団法人 日本 農業 機械工 乘会 


小 


架 


邦 


夫 


農林水産省 


閱 




克 


己 


国土 交通 省 


閱 




城 


夫 


財団法人 ェ ンジニ アリン グ 振興 協会 


寺 




忠 


嗣 


陣生労 》 省 


平 


野 


正 


明 


tl: ほ 1 法人 R 本 機械工業 速 合 会 




咲 






社 「'《 法人 H 本瘦 15 機 会 


宮 


川 


巍 


m 


吐団 法人 令 IS! 木工 機械 丁:^ 会 


山 


名 




良 


社団法人 日本 ffl^a 機械化 K4 会 



主務 大 臣： ぎ も 济魔菜 大臣 制定： 平成 2ヱ1 改正: 平成 17 あ 20 

ff 報 公 示： 平成け. 9.20 

原案 作成者： 社団法人 日本 ft 品 機械工' « 会 

(T108-0023 S 京都 港 区 芝 浦: M9-20 ふ一 ま ビル TEL 03-5484-0980 
審議 部会： 日本 工業 標準 調査 会 標壤 » 会 （部会 長 二 瓶 好 正） 

審議 W 門委 S 会： 産 35 機械 技術 W 門 要 会 ひま 会 J{ ffl 田 

こ の 規格に つ!^ 1 ての; 乂は rasj は, 上 案 作成者 又は 径^^: iri*f« 紫 技術 awiys 基準 ssa ュニッ ト産乘 基 繳 標準 

化 推進 室 （干 100-8901 わ; igP 千 ft 田 区 IS が f« 1-3-1) にご Ml 絡く ださい。 

なお， 日本工業規格 は， ェ菜標 i* 化 法 第 15 条の によって， 少なくとも S 年 を g 遇する 日までに 日本 工業 揮 ま鋼 査 

会の 奮識に 付され， 速やかに， 確& 改正 又は 鹿 止されます。 



着 作 ill 法に よ り 靡 断での ttli ！， 転 (R 等 は 票 止されて おり ます 《 



B 9656 ： 2005 



まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本食 品 
機械工業 会 (JFMA) から 団体 規格 （製 めん 機械の 安全 • 衛生 設計に 関する 業界 基準 1997) を 基に 作成した 
工業 標準 原案 を 具し て 日本工業規格 を 改正すべき との 申出が あ り , 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経 
済 産業 大臣が 改正 した 日 本 工業規格 であ る 。 

これによ つて JIS B 9656: 1 990 は 改正 され， この 規格に 置き換えられる。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 
は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 新 
案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責任 を もたない。 



(1) 
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製 めん 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 

Design rules for safety and sanitation of noodle making machinery 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 製 めん 機械 及び その 附属 装置 （以下， 製 めん 機械と いう。） に 限定した 特定の 
安全 及び 衛生に 関する 設計の ための 要求 事項に ついて 規定す る。 

なお， JTS B 9650-1， 丄 IS B 9650-2， JTS B 9700-1, JIS B 9700-2, 及び JIS B 9960-1 に 基づき， 製品 別規 
格と して 必要な 事項 を 規定す る。 

また， この 規格 は， 動力， 加熱 及び 制御に 何ら かの エネルギー を 使用し， 商用の 食料品 又は その 原料 を 
量産す る 工場な どの 作業場 所で 使用す る 製 めん 機械 を 対象と する もので あり， 家庭， レストランな どのち 
ゆう （厨） 房で 使用す る 製 めん 機械に は 適用し ない。 



2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
JTSB8415 工業用 燃焼炉の 安全 通則 

JISB 9650-1 食料品 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 1 部： 安全 設計 基準 
JIS B 9650-2 食料品 加工 機械の 安全 及び 衛生 に関する 設計 基準 通則 一 第 2 部 ： 衛生 設計 基準 
JISB 9700-1 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
life -4 ISO 12100-1:2003, Safety or machinery ― Basic concepts, general princioles for design — Part 1 : 
Basic terminology, methodology カミ， こ の 規格 と —— 致 している。 
JISB 9700-2 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部： 技術 原則 

Vm-^ ISO 12100-2:2003, Safety of machinerv — Basic conccDts, general principles for design — Part z : 
Technical principles 力;， こ の 規格 と 一致 している。 
J1S B 9705-1 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 

lb 考 ISO 13849-1:1999, Safety of machinery — Safety-related parts of control systems — Part 1 : 
General principles for design カ^ こ の 規格 と 一致 してい" 。 
JIS B 9960-1 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

爾考 IEC 60204-1:2000， Safety of machinery — Electrical eauipment of machines ― Part 1 : General 
requirements 力 \ この 規格と 一致して いる。 
JIS C 0920 電気 機械 器具の 外郭に よる 保護 等級 （IP コ 一 ド） 

備考 JEC 60529:2001， Degrees of protection provided by enclosures (IP Code) が, この 規格と 一致 
している。 



3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JIS B 9650-1 の 3. 及び JIS B 9650-2 の 3. による ほ 力つ 

次に よる。 
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a) 製 めん 機械 小麦粉 及び その他の 原材料 を 調整， 混合， かくはん （jm 半)， 混ね つ （担)， 圧延， 切 出 

し， 成形， 蒸 煮， ゆで 上げ， 油揚げ， 乾燥， 冷却して 製 めんする ための 一般的な 製造工程で 使用す る 
機械の 総称。 立 形 ミキ サ， 横 形 ミキ サ， 供給 機， めん 帯 機， 押出 めん 帯 機， 連続 圧延機， 調 量 切 出 機， 
蒸し 機， ゆで 機， 即席 めん 用 フライヤ， 連続 式 蒸 熱 殺菌 機が ある。 

b) 立 形 ミキ サ ボール 内部で 動力に よって 動く 立 軸 かくはん 羽根 を もち， 液体， 粘 体， 粉体 又は 固体の 
原材料 及び これらの 混合物 を かく はん， 混ね つし， めん 生地 を 作る 機械。 

C) 横 形 ミキ サ 力べ はん 槽 内部で 動力に よって 動く 横軸 かくはん 羽根 を もち， 液体， 粘 体， 粉体 又は 固 
体の 原材料 及び これらの 混合物 を かくはん， 混ね つし， めん 生地 を 作る 機械。 

d) 供給 機 混ね つされ ためん 生地 を， 連続 的に めん 帯 機に 供給す る 機械。 

e) めん 帯 機 混ね つされ ためん 生地 を， 圧延 成形して めん 帯に する 機械。 

押出 めん 帯 機 混ね つされ ためん 生地 を， 押し出して めん 帯に 成形す る 機 tt^。 

g) 連続 圧延機 めん 帯 を， 数 段の 連続した ロールに 通して， 徐々 に 圧延す る 機械。 

h) 調 量 切 出 機 規定の 厚さの めん 帯 を， めん 線に 切り n'l し， 量 S を 調整す る 機械。 

i) 蒸し 機 切り出され ためん 線 を， 蒸して 調 質す る 機械。 
j) ゆで 機 切り出され ためん 線 を， ゆでて 調 質す る 機械。 

k) 即席 めん 用 フライヤ めん を 油揚げす るた めの 機構 及び 油 保持 槽を もつ 機械。 

I) 連続 式 蒸 熱 殺菌 機 包装され た ゆで めん 及び 蒸し めん 類 を 蒸 熱に よって 殺菌す る 装置 又は 機械。 

4. 機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項 
4.1 立 形 ミキ サ 

4.1.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ボール 上方に かく はん 軸 を 囲んで 設置す る 保護 ガー ドは， インタ ロッ ク ガー ド （J1S B 9700-2 の 5。3 

参照） とし， その ガード は， 必要な 場合に は 大きく 開閉で きる 構造と する。 

b) 複数の ミキ サを 設置す る 場合で も， 各 ミキ ザに は， その 固有の 電動機 及び その 電気 制御 操作盤 を それ 
ぞれ 設ける。 

C) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保證 ガード （JISB9700-2 の 5。3 

参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

d) 給油の 際， 駆動 部に 給油 装置 又は 作業 者の 手指が 接触し ない 構造と する。 

e) 必要に応じて フラワー ゲート 操作 機構， 副 資材 投入 口 及び 給水 口 を 設け， 作業 者の 作業 域で 容易に 操 
作で きる 構造と する。 

f) すべての 電気 部品の 湿度 環境 は， JISB 9960-1 の 4.4.4 の 規定に よる。 また， 水が かかる おそれの ある 
電気 制御 操作盤の ェンク ロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 に 従い 適切な 保護 等級と 

する。 

g) 電気 制御 操作盤の 取 付 位置 は， 保護 ガードが 開いて いると きで も， 作業 者が 十分に 見える ところと す 
る。 また， 非常 停止 スィッチ 以外 は， 操作 用 装置 を 二重に 設けて はならない。 

h) 最大 積載 容量 を 表示す る。 

i) 保護 ガード を 開放しながら アジ テータ を 動かす 場合 は， ホールド' トウ' ラン 制御装置 によって 操作 
する 構造と する （JIS B 9700-1 の 3.26.3， 及び JIS B 9700-2 の 4.11.8 参照）。 

j) 停止 装置が 作動した とき， アジ テ 一夕 は 4 秒 以内に 停止す る 構造と する。 不可能な 場合 は，， 遅延 装置 

によって アジ テータ の 動き が 止 まる ま で 保護 ガー ド が 開かな レ 4 冓造 とする。 
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k) アジ テ 一夕 を 運転 位置に 移動す る 場合， モータ は， ホールド， トウ • ラン 制御装置 によって 操作す る 
構造 とする （J1S B 9700-1 の 3.26.3， 及び JIS B 9700-2 の 4.11.8 参照） 。 

1) ボールが 定位置に ない 場合， イン 夕 ロック 装置に よって， アジ テ 一夕が 回転し ない 構造と する。 
m) 粉が 飛散す る 構造の 場合 は， それ を 防ぐ ために アジ テ 一夕の 回転が 最大になる までに， 120 秒 間 要す 
る 構造と する。 

n) 設置の 際， 最大 能力 時の 発生 荷重 量に 対して 安全に 耐えうる 基礎 上に だけ 設置し， 必要に応じて， ボ 
ノレ ト などに よる 過度の 振動 発生， 又は 位置 ずれが 起こらない ようにす る。 ボルトに よって 取り付ける 
場合， 作業 者に 危険が 及ばない よう ミキ ザと 床との 間に はすき 間が できない 構造と する。 

0) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， ボールに 水 を 入れた 状態で 水平面から 最も 好ま し く ない 方 
向に 10 度 傾けても， 機械が 水平に 戻る 構造と する。 

P) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

q) 機械が 0) 又は P) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.1.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ボール を 出し入れ する フレーム は， すべての 内面に 容易に 接近で きる 構造と する。 

b) すべての ヒンジ は， 容易に 分解で きる 構造と する。 

C) アジ テ 一夕に 総 内角 135 度 以下で 永久に 接合され る 金属 面 は， 両方の 近接 面に 3 mm 以上の 半径 を も 
つものと する。 

d) ボール 上端の つば は， 一体 物にする か ボール 本体との 間にす き 間がない ように シールす る。 また， ボ 
ールの 外面に 附属す る もの は シールす る。 

e) シャフトの 軸受部 は， 油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

ビータな ど 部品 番号 を 必要と する 場合 は， シャンク， 又は スリーブの 上端 表面に 刻印す る。 

g) アジ テータ シャフトの シール は 漏れない ように， 調整され たもの を 使用し， 漏れが 生じた 場合に は， 
内部に た （溜） まらない よう， 完全に 外部に 排水で きる 構造と する。 

h) アジ テータ シャフトの シール は， 容易に 交換で きる 構造と する。 

1) ボール カバーの ある もの は， カバー 外部からの 廃液が ボール 内部に 入らない 構造と する。 
j) ボールと カバーとの 間の ガスケ ッ 卜 は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

k) 注水 管 を 設ける 場合 は， オーバ フローレ ベルより 上部に， 25 mm 又は 注水 管 直径の 2 倍のう ち， どち 

らか 大きい 方の 長さ を 設ける。 
1) ボール 固定 式の ミキ ザの ボール は， 完全に 排水で きる 構造と する。 

m) ミキ サは， 機械の 上面の 汚れ 力 «認 できる 構造と する。 不可能な 場合 は， 必要に応じて 踏み台 を 設け 

る。 

n) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.2 横 形 ミキ サ 

4.2.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) フラワー ゲート 操作 機構， 副 資材 投入 口 及び 給水 口 を 設ける。 これら は， 作業 者の 正常 作業 位置で 容 
易に 操作で きる ようにし， 異常な 作業 及び 安全 を 脅かす おそれがない 構造と する。 

b) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

C) かくはん 槽の 転倒 中に アジ テ 一夕 を 回す 場合に は， 切替 スィッチ を 手動に 切り替えて， 2 個の ス イツ 
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チを 同時に 両手で 押し， 寸動 運転が できる 両手 操作 制御装置 （JISB9700-1 の 3.26.4 参照） を 用いる。 
この場合， 片手で 2 個の スィ ツチ を 同時に 押せない よう， 2 個の スィ ツチ は 別々 に 離して 設置す る。 

d) インタ ロック 作動 中 及び 槽の 転倒 中 は， 手動で な ければ ァ ジテ 一夕 が 回転 し な い 構造 とする。 

e) 作業 者の 頭上に 位置す る カバ一 又は ドアが， 偶発的に 閉じる おそれの ある もの は， 開放 状態 を 保った 
めの カウンター • バランス 装置 を 備える か 又は 作業 者の 手に よって 閉じない 限り， 開いた 状態が 保持 
される 構造と する。 

電気 制御 操作盤の 取 付 位置 は， かく はん 槽が 開いて いると きで も， 作業 者が 十分に 見える ところと す 
る。 また， 非常 停止 スィッチ 以外 は， 操作 用 装置 を 二重に 設けて はならない。 

g) 機械に は， それぞれ 単独の 電動機 及び その 電気 制御 操作盤 を 設ける。 また， 施錠 式 操作 スィッチ を設 
け， 機械の 点検 及び 清掃 中 に 他の 作業 者に よ つて 作動で き な し V 構造 とする。 

h) カバーの 内部に は， 格子 状の 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 取り付ける。 この ガード を 外す 
と， アジ テ 一夕が 回転し ないように， インタ ロック 装置 力， 力く 構造と する。 

i) カバー を 外さないで 外部から 給油 を 行う ことができる 構造と する。 軸受部 は， 自動 供給 装置 を 取り付 
ける ことが 望ましい。 

j) 冷却 媒体 を 作動させる バルブ 及び 電気 制御 操作盤 は， 作業 者の 安全に 支障がない 位置 (JIS B 9700-2 

の 4.8.7 参照） に 取り付ける。 
k) 冷却 ジャ ケッ トに は， 冷却 媒体の 圧力が すべて 設定 圧力 以上に はならない 保 S 装置 を 取り付ける。 
I) すべての 電気 部品の 湿度 環境 は， JISB 9960-1 の 4.4.4 の 規定に よる。 また， 水が かかる おそれの ある 

電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 に 従い 適切な 保護 等級 と 

する。 

m) 原料 投入 扉 を 備えた 横 形 ミキ ザの 場合， 扉 を 全開した ときの 面積 は， 0.14 m 2 以上 占めない ようにす 

る。 扉に は， 作業 者 を 危害から 守る ために 平行棒 か 格子 を 設ける。 
n) 最大 積載 容量 を 表示す る。 

0) 設置 を 行う 場合 は， 最大 能力 時の 発生 荷重 量に 対して 安全に 耐えうる 基礎 上に だけ 設置し， 必要に 応 
じて， ボルトな どに よる 過度の 振動 発生， 又は 位置 ずれが 起こらない 構造と する。 ボルトに よって 取 
り 付け る 場合， 作業 者に 危険の ないよう ミキ ザと 床との 間に はすき 間が で き ない 構造 とする。 

4,2,2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) すべての パッキング シール は 漏れない よ う に 調製され たもの を 使用し， 漏れが 生じた 場合に は， 内部 
にた （溜） まらない よう， 完全に 外部に 排水で きる 構造と する。 

b) ミキ サは， 機械の 上面の 汚れが 確認で きる 構造と する。 

C) ヒンジ 及び ラッチ は， 簡単に 取り外せる タイプの もので， 取り付ける 際， すき 間 及び 裂 目が 生じない 
構造と する。 

d) 液体 原材料 注入 管， バルブ 及び 附属 品 は 分解 式と し， 原材料が つまらない 構造と する。 また， 配管 は 
自動 排水 式と する。 

e) アジ テー タ， アジ テータ 軸な どの 部品 類 は， 通常の 洗浄 方法で それらの 全面が 効果的に 清潔になる 構 
造と する。 

アジ テ 一夕 の 末端 とかく はん 槽の 面との すき 間 は， 容易 に 清掃が で きる 構造と する。 

g) かく はん 槽と ハウジング フレームとの すき 間 は， 100 mm 以上と する。 

h) かくはん 槽は， 排水が 完全に できる ように， 簡単に 取り外せる 排水管 を 取り付ける。 また， ボール 及 
び アジ テ一タ は， 少量の 水 を 入れた かく はん 槽 内で アジ テ 一夕 を 回して 洗浄す る ことができる 構造と 
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する。 

i) 注水 管 は オーバ フローレ ベルより 上部に， 25 mm 又は 注水 管 直径の 2 倍のう ち， どちら か 大きい 方の 

長さ を 設ける。 

j) 可動 式の かく はん 槽の外 表に は， 簡単に 清掃す る ことができる 手段 を 講じる。 

k) かくはん 槽の カバー は， 外部から 廃液が かかった 場合， 内部に 入らず かくはん 槽の 外部に 排水され る 
構造と する。 

1) トランスミッション は， 潤滑油が 露出し ないように 適切な 方法で 内装す る。 

m) 原材料の 取 入口 は， 原材料の 漏れ を 防ぐ ために， 口 幅が 10 mm 以上の つばの 取 付け 及び 取 外しが でき 
る 構造と する。 また， ドア 及び カバー は， 原材料 取 入口に すき 間な く 取り付ける。 

なお， これら を ヒンジ 式に する 場合に は， 簡単に 取り外して 清掃が できる 構造と し， き 裂 及びす き 
間が できない ように 取り付ける。 

n) 力、 く はん 槽に 取り付ける センサな どの 装置 は， 汚れが 滞留し ない 構造と し， 取 付 部 は シールす るか 又 
は 容易に 取り外し て 清掃が で きる 構造と する。 

0) 部 品番 号 を 必要と する 場合 は， シャンク 又は ス リー ブの 上端 表面 に 刻 印 す る 。 

4.3 供給 機 

4.3.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 開口部に は， イン 夕 ロック 装置 を 備えた 保護 ガード （J1SB 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

b) 他の 機械の ホ ッ パへ 生地 投入 を 行 う 場合 は， 昇降す る ボックスと ホ ッ パに 近づけな いよ う インタ ロッ 
クを 備えた 保 ■ ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

C) 供給 機が ミキ ザの 下部に 位置し， めん 帯 機の 直上に 設置され る 場合， 強固に 取り付け， 位置が ずれた 
り， また， 過度の 振動が 生じない 構造と する。 

d) 機械に は， それぞれ 単独の 電動機 及び その 電気 制御 操作盤 を 設ける。 また， 施錠 式 操作 スィッチ を設 
け， 機械の 点検 及び 清掃 中に 他の 作業 者に よって 作動で きない 構造と する。 

e) 原料 投入 口に は， ホッパ を 取り付けて， 作業 者の 手指が ホッパ 内の 回転 ロールと 接触す るの を 防ぐ 構 
造と する。 

4.3.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 周辺の 保護 ガード， 供給 羽根の アーム， 軸の 結合 部 及び シール 部 は， 容易に 清掃が できる 構 
造と する。 

b) 供給 機の 生地 投入 シュート は， 異物が 混入し ない 位置に 設置す る。 

C) 排出 口の ダン パ部 は， 生地の 付着 を 防止し， 容易に 清掃で きる 構造と する。 

d) 原料 供給 用 フ ィ ーダを 構成す るホ ッ パ 及び 供給 部な どの 各部 品 は， 容易に 取 り 外して 清掃が でき る 構 
造と する。 

e) . 電動機， 減速 機な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取り， 清掃 

がで きる 構造と する。 

f) 電気 的 操作 装置 は， 容易に 清掃で きる 箇所に 設置す る。 

g) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 15()mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4,4 めん 帯 機 

4,4.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 回転 ロール 部 及び 往復 運動 アーム 部に は， インタ ロック 装置 を 備えた 保護 ガード 9700-2 の 5.3 

参照） を 設け， 運転 中に 作業 者の 手指 及び 身体が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 
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b) 押 込み 装置 及び 回転 ロールの 上部に は， インタ ロッ ク 装置 を 備えた 保護 ガー ド （J1S B 9700-2 の 5.3 

參照） を 設け， インタ ロック システムが 作動した 際に は， リスク アセスメント， 及び 妥当性 確認 （JIS 
B9705-1 の 8. 参照） に 基づく 適切な 時間 内に 停止す る 構造と する。 
C) 機械に は， それぞれ 単独の 電動機 及び その 電気 制御 操作盤 を 設ける。 また， 施錠 式 操作 スィッチ を設 
け， 機械の 点検 及び 清掃 中に 他の 作業 者に よ つて 作動で き な レ 4 造 とする。 

d) 機械に は ホ ツバ を 取り 付 けて 供給 機 と 連結 し ， 作業 者の 手指が 回転 ロールと 接触す るの を 防 ぐ 構造 と 
する。 

e) 生地 手入れ 式の 機械に は， 入口 コン ベア か 又は 背の 高い ホッパ を 設けて， 作業 者の 手指が 回転 ロール 
に 巻き込まれない 構造と する。 また， この ホ ツバの 上部の 縁に は 丸み を 十分に つけ， 作業 者の 手が 当 
たったり， ぶっかった ときに けが をし ない 構造 にす る。 

キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

g) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

h) 機械が り 又は g) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.4.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) シャフ 卜の 軸受部 は， 油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

b) めん 帯與の 上部に， 供給 機な どが 設置され る 場合， 異物な どが 混入し ないように 設置す る。 

C) 過剰な 手 粉 及び めんく ず を 回収す るた め， 容易に 取り外して 清掃が できる 受け皿 か 又は 落下 式の シュ 
ートを 設ける。 また， 設置の 場合に はふた が あり， 箱 部 は 容易に 清掃で きる 構造と する。 

d) めん 帯 送 りコン ベアの ベルト は， 移動 又は 取 り 外し が 可能で 容易 に 清掃で き る 構造 とする。 

e) ロール 及び フレームの すき 間に は， 合成樹脂 製の 生地 飛散 防止 板 を 用いる。 

f) 生地 押 込み 板， ロール かす 取 板， 及び 生地 投入 ロシュ 一 ト部は 取り外しが 可能で， 容易に 清掃が でき 
る 構造と する。 

g) めん 帯 送り コン ベアに は， 取り外し 可能な ふた を 設ける。 

h) 電動機， 減速 機な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取り， 容易 
に 清掃で きる 構造と する。 

i) 上 階から 生地 を 投入す る 方式の 場合， 異物の 混入 を 防止す るた め 床の 高さに 置かれた 生地 投入 ロシュ 
ート のへり は 床 面より 高く した 構造と する。 シュート を 使わない とき は， その上に 重ねぶ た を 取り付 
ける。 

j) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150 mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.5 押出 めん 帯 機 

4.5.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 可動 式 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） に は， インタ ロック 装置 を 設け， 必要な 場合に は 大きく 

開閉され る 構造と する。 

b) 駆動 部に は， インタ ロック 装置 を 備えた 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 稼働 中に 保護 
ガード を 取り外した 場合， 運転 を 停止す る 構造と する。 

C) 生地 供給 口の 下部に 位置す る 回転 ス ク リ ユーに は， 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け 作業 

者の 手指が 巻 き 込まれな レ 4 冓造 とする。 
d) 原料 供給 装置の テーブル フィーダ， 及び スクリュー フィーダ などの ホ ツバに は 保護 ガード （JIS B 
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9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 危険 箇所に 手指が 到達し ない 構造と する。 

e) 原料 供給 口に は， 原料 投入 ガイド を 設け， 危険 箇所に 手指が 到達し ない 構造と する。 

f) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

g) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

h) 機械が f) 又は g) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.5.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) スクリュー な どの 食品 接触 部 は， 取り 外 し が 可能で 容易 に 清掃が で き る 構造 とする。 

b) 電動機， 減速 機な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 卜 分な 距離 を 設け， 清掃 
しゃすい 構造と する。 

C) 押 出 めん 帯 機の 上部 に 供給 機な ど を 設置す る 場合， 異物 な どが 落下 しない 構造と する。 

d) 過剰な 手 粉 及び めん く ず を 回収す る ため， 容易 に 取 り 外 して 清掃が で き る 受け皿 か 又は 落下 式の シ ュ 
ートを 設ける。 また， ふたが あり， 箱 部 は 容易に 清掃で きる 構造と する。 

e) 送り出し スクリユー （ピストン）， シ リンダ 及び 重合 成形 部 は 着脱 式で あり， 容易に 分解 洗浄が 可能な 
構造と する。 

f) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.6 連続 圧延機 

4.6.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 回転 ロール 部 及び 往復 運動 アーム 部な ど， 作業 者が 外部から 接触す るお それが ある 部分に は， ィ ン夕 
ロック 装置 を 備えた 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

b) 連続 圧延機に は， 入口 コン ベア， 背の 高い ホッパ 又は 保;/ i ガー ド （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設けて， 
作業 者の 手指が 回転 ロールに 巻き込まれない 構造と する。 また， この ホ ツバの 上部の 縁に は 丸み を 十 
分に つけ， 作業 者の 手が 当たったり， ぶっかった ときに けが をし ない 構造に する。 

C) 連続 圧延機 は， 床 又は 架台に 強固に 固定し， 位置が ずれたり 振動が 生じない ようにす る。 また， ロー 
ル 相互 間の 関係 位置に 注意 し ， 操作 性 と 安全性に 留意 し て 設置す る 。 

d) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

e) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

f) 機械が d) 又は e) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.6.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 口 ールな どの 食品 接触 部 及び 食品 飛散 部 は， 容易に 取 り 外して 清掃が でき る 構造 とする。 

b) 軸受部 は， 油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

C) 過剰な 手 粉 及び めん く ず を 回収す るた め， 容易 に 取 り 外 して 清掃が できる 受け皿 か 又は 落下 式の シ ュ 
ートを 設ける。 また， ふたが あり， 箱 部 は 容易に 清掃で きる 構造と する。 

d) ロール かす 取 板 は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

e) 搬送 用の ベルト は， 力、 びの 発生 を 防止す る 材料 及び 洗 铮' 殺菌剤に 耐えられる 材料 を 用いる。 

f) ロール 及び フレームの すき 間に は， 合成樹脂 製の 生地 押 板 を 用いる。 

g) 生地 投入 口， 及び シュート 部の コン ベア は 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と し， また， それらに 
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容易に 接近で きる 構造と する。 

h) 上 階から 生地 を 投入す る 方式の 場合， 異物の 混入 を 防止す るた め 床の 高さに 置かれた 生地 投入 ロシュ 
ート のへり は 床 面より 高く した 構造と する。 シュート を 使わない とき は， その上に 重ねぶ た を 取り付 

ける。 

i) 電動機， 減速 機な ど は， 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取り， 清 
掃が できる 構造と する。 

j) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.7 調 量 切 出 機 

4.7.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す る 力、， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード (JISB 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 調 量 切 出 機に は， 機械 前面に 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 取 り 付けて 連続 圧延機 と 連結 し ， 
作業 者の 手が 回転 ロール， 回転 刃 及び 切 刃に 接触す る こと を 防ぐ 構造と する。 

C) 切 刃の 出し入れ を 安全に 行うた めの 保護 装置 を 設ける。 

d) めん 線 切断 部分に は 保護 ガ一ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 切 刃に 作業 者の 手指が 巻き込まれ 
ない 構造と する。 

e) めん 線 送 用コン ベアの 駆動 部に は， 固定 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 駆動 部に 作業 者の 

手指が 巻き込まれない 構造と する。 

f) ロールと 切 刃との 中 間 に 挿入され た 回転 刃 の 前面に， インタ ロック 装置 を 備えた 透明 な 保護 ガ 一 ド 

(JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者が 危険 箇所へ 接近す る こと を 防止 するとと もに， 回転 刃の 
回転 を 点検す る ことができる 構造と する。 

g) 切 刃の 直下に 取 出し コン ベア 又は シ ユー ト板を 設置して， 作業 者が 切 刃で 切断され ためん 線 を 取り出 
すと き， 安全な 位置で めん 線 を 取り出せる 構造と する。 

h) 調 量 切 出 機 前面の 保護 ガード は， 取り外さない 状態で 生地 質量の 調整が できる 構造と する。 

i) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

j) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

k) 機械が り 又は j) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記し 

なければ ならない。 
4,7.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 切 刃 及び 供給 装置 は， 清掃の ために 容易に 分解で きる 構造と する。 

b) «1 受部 は， 油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

C) 過剰な 手 粉 及び めんく ず を 回収す るた め， 容易に 取り外して 清掃が できる 受け皿 か 又は 落下 式の シュ 
ートを 設ける。 また， 設置の 場合に はふた が あり， 箱 部 は 容易に 清掃で きる 構造と する。 

d) めん 線 送 用コン ベアの ベルトに は， めんに 使用す る 原材料 を 吸収し ない 材質 を 用いる。 

e) ロール 及び フレームの すき 間に は， 合成樹脂 製の 生地 押 板 を 用いる。 

f) めん 線 送 用コン ベアの ベルト は， 移動 又は 取り外しが 可能で 容易に 清掃で きる 構造と する。 

g) 電動機， 減速 機な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取り， 清掃 
がで きる 構造と する。 

h) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
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4.8 蒸し 機 

4.8.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 可動 式 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） に は， インタ ロック 装置 を 設ける。 

b) 蒸し 槽の ネット コン ベアの 搬入 部 及び 搬出 部に は， 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 
C) 過 加熱 （加熱 温度が 過大） を 防止す るた め， 加熱 部内に 入る 蒸気圧 力の 量の 最大値と， 蒸し 槽 内の 許 

容 最大 温度 を 制 御す る 装置 を 設 ける。 

d) すべての 電気 部品の 湿度 環境 は， JiS B 9960-1 の 4.4.4 の 規定に よる。 また， 水が かかる おそれの あ 
る 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， J1SB 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 に 従い 適切な 保護 等級 
とする。 

e) 燃料 又は 蒸気 を 供給す る 配管の 継ぎ目 部に は， ねじ 継 手， フラン ジ継 手， 又は 溶接 を 用いる。 管 及び 
その 取 付け 具 は， JISB9650-2 の 5 丄 1 に 適合した 材質で 汚れ 'ばりの ない もの を 用いた 構造と する。 

f) 主 遮断 弁 は， 自動 作動の バルブと は 別個に 操作で きる ように 設置し， 緊急 時に 蒸気 を 遮断で きる 構造 

とする。 

g) 機械 は 床 又は 架台に 強固に 固定し， 位置が ずれたり 振動が 生じない ようにす る。 
4.8.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部に おける バー チヱ一 ン， ネット コン ベア， コン ベア ベルト， シュート などの 搬送 機能 部品 
は， 容易に 洗净 がで きる 構造と する。 

b) 水洗 及び 冷却 バスケット は， シャワー 装置な どに よって， 常に 十分な 洗浄が できる 構造と する。 
C) 水洗 及び 冷却 槽 内に 蒸気 を 送る 管 を 配管し， 運転 中で も バス ケッ 卜の 熱 殺菌が できる 構造と する。 

d) 蒸し 槽 内部 は， 容易に 排水で きる 構造と する。 

e) 加熱 中に 使用す る 蒸し 槽 内への 吹 込み 用 蒸気に は， 飲用に 適した 水 を 使用す るよう に， 取扱説明書に 
明記す る。 

f) 蒸し 槽の 断熱材 は 金属で 覆い， 金属の 継ぎ目 はすべ て シールす る。 ただし， 通気 口 は 開いて いても よ 
い。 また， 配管 部の 断熱材 は 金属 以外で もよ い。 

g) 水 及び 蒸気 供給 用 配管に 用いられ ている パイプ， バルブ， 継 手な どの 附属 品 は， 衛生的で， 分解が で 
きる ものと する。 また， 点検の ため 容易に 接近で きる 構造と する。 

h) 蒸し 槽 内部が 容易に 洗浄で きる ように， 蒸し 槽 側面に 数 箇所の 扉 を 設け， 力、 つ， 簡単な 操作で 開閉で 
きる 構造と する。 

i) 清掃 又は 排水 時に 蒸し 槽 内に 残留 水がない よう に， 底 部 を 傾斜 構造 又は 開閉 構造と する。 

j) ダクト は， 水が た （溜） まらない よう 水 抜きが 完全に できる ように 据え付け， 水が 製品の 通る 部分へ 

漏れた り ， 滴下 し な レ 4 冓造 とする。 燃焼 ガス を 通す 煙突 について は 適用 しない。 

k) 機械 は， 床に 密接して 設置され る 場合を除き， 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 

電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は， 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 

取り， 清掃が できる 構造と する。 

4.9 ゆで 機 

4.9.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 電動機， 駆動 部， 軸受 部な ど は， 高温 部外に 設置し， 作業 者が 接近で きる 高温 部 及び 運動 部 は， 保護 
ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 機械 を 不用意に 作動 させない ように， 起動 スィッチに は カバー を 設ける。 

C) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC 0920 
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に 従い 適切な 保護 等級と する。 

d) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める か， 外部に 露出す る 場合 は， J1S B 9960-1 の 15. の 規定に よ 

る。 

e) 搬送 機能 部品 及び シ ユート 類に は， 固定 式ガ一 ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 

危険 箇所に 巻き込まれない 構造と する。 

可動 式の 保護 ガードに は， 電気系統 又は 機械的な 制御機 構と 連動す る インタ ロック 装置 を 設ける （J1S 

B 9700-2 の 5.3 参照）。 

g) ゆで 槽に は， 熱湯が あふれる こと を 防ぐ ために， 適切な 位置に オーバ フロー を 防止す る 装置 を 設ける。 

h) 長 ゆで かまの 場合 は， ゆで 槽の 周囲に あふれた 熱湯が 作業 者に 危険 を 及ぼさな いように， あふれた 熱 
湯 を 受ける ために 十分 な 幅と 深さ を もつ 受 とい を 周りに 取り付け， 安全 な 箇所へ 排 湯で きる 構造と す 

る。 

i) 反転 式 長 ゆでが まの ゆで かごが 反転して 湯 中に 戻る ときに， 湯 面 をた たいて 熱湯が 飛び散ら ないよう 
に， 静かに お 小へ!/』 すため の ^衝 運動 装置 を 設ける。 

j) 機 «J は， 床 又は 架台に 強固に 固定し， 位置が ずれたり 振動が 生じない ようにす る。 
k) ガス 燃焼 方式の 場合に は， 次に よる。 

1) すべての 配管 は， 気密 試験 を 行う。 

2) 配管の 接続 部 は， はんだ 付け をして はならない。 燃料 を 供給す る 配管 接続 部に は， ねじ 継 手， フラ 
ンジ継 手 又は 溶接 を 用いる。 

3) 燃焼炉 は， 次の ような 適切で 強固な 煙突 又は 広い 煙道と 連結し， 燃焼 ガス を 送り出す ものと する。 

3.1) 煙突 は， 据 付け 後 も 検査 を 行い， 良好な 状態 を 保つ 構造と する。 

3.2) 煙道の 管 又は 台座 は， 適切に 支持され る 構造と する。 

3.3) 自 然 通風に 配慮 し た 煙道 ダ ンパ 又は 他の 通気 調整 装置 を 設け る 。 

3.4) ダンバが 使用され ている 場所に は， 適切な 位置に その 最低 又は 最高点での 制限 装置 を 設ける。 ダ 
ンパの 最低 位置 は， パーナの 最低 出力での 燃焼 空気 量が 得られる よう 調節で きる 構造と する。 ガ 
ス 加熱 式 タイプに 煙道 ダンバ を 接続す る 場合， ダンバが 閉じて いると き は バ一ナ も 停止す る 構造 
とする。 

4) 多 頭 パーナ 式の ゆで 機に は， 炉 内に 十分に ある 二次 空気 及び 供給 ガスに よって 作動す る 個々 の 大気 
圧 式 元 火 装置 を 備える か 又は 各 バ一ナ に 電気 火花 式の 点火 装置 を 設ける。 

5) 電気 点火 装置 を 備えた 167.4X 10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ パーナに は， 火炎 検知 装置な どの 保 
護 装置 を 付加して 保護す る。 ， 

6) 高圧 回路 及び 燃料 供給 部の 電源 故障の 場合， バー ナヘの 燃料 供給 と 組み合わ さ れた 電源 部 か ら 生じ 
る 電気 火花 式 点火 装置への 高圧電流 は， 一斉に 停止す る 構造と する。 

7) 電気 式 点火 装置 を 用いる ゆで 機 は， 点火 開始 前 及び 停止 後に 炉 内の 燃料 混合 ガス を 排除す る 電気 制 
御 を 設けた 構造と する。 

8) 燃料 供給が ライ ン 圧力で 行われる 場合に は， パーナの 手前の 燃料 管 中に 次の よう な 安全 遮断 弁を設 
ける。 

8.1) 燃料 供給 圧が ライン 圧力 以上になる 場合， パーナ 手前の 燃料 ライン 中に 安全 遮断 弁 を 設ける。 た 
だし， 燃料 供給 ライン 中に 他の 自動 弁 を もち， 圧縮 装置が 停止す ると 燃料が 流れなくなる ように 
した ものに は 適用し ない。 

8.2) 電気 作動の 安全 遮断 弁 は， 非通電 時が "閉" であるよ うにし， 燃料の 供給 遮断 は 電気 作動に 依存 
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しない 構造と する。 

8.3) 安全 遮断 弁が" 閉" 位置に なった 後の 再開 口の 場合に は， 手動 操作 方式と する。 また， 電気 制御 
方式の 場合に も ， 安全 遮断 弁の 再開 口 を 手動で 行 う 回路と する。 

8.4) 手動 式 再 作動 形の 安全 遮断 弁 は， 外部から "開" 位置に ロックで きない 構造と する。 

8.5) 燃焼 用 空気 をブ ロワに よって 供給す る 場合， 空気 供給 不良のと き は， 安全 遮断 弁が 閉じる ように 
インタ ロックす る 構造と する。 

9) 燃料 供給 ラインに は， 手動 操作 式の 主 燃料 遮断 元 弁 を 設ける。 

10) すべての ガス パーナで， 167.4X 10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ もの は， 火炎 作動 式の 安全器 を設 
ける。 また， 火炎 不良に よって 作動す る 安全器の 動作 間隔 は 2 秒 を 超えない ものと する。 安全器 
によって 一度 停止した ガス パーナ は， 手動で なければ リセットして， パーナ を 再起動す る ことが 
できない 構造と する。 

11) 燃料の 初期 圧力が 燃焼 空気 圧よ り 低い 場合に は， 空気が 燃料 配管に 逆流し ない こ とが 望ましい。 
例えば， ガス パーナ 式 装置のと き， ガス 圧が 空気 圧より 低い 場合に は， 混合 装置の 手前の ガス 配 
管 中に 逆 止 弁な ど を 設ける。 

12) ガス 供給 圧が， ゆで 機での 設定 圧よ り 高めに 設定して ある 場合に は， 次の ガス 圧 調整 器 を 設ける。 

12.1) ガス 圧 調整 器が 用いられ ている 場合， マ 二 ホールドに 送る ガス 圧 は， 最大から 最小に 至る 消費 作 
動 圧の 10 % 以内と する。 

12.2) ガス 圧 調整 器 は， ばね 式， おもり 式 又は 圧力 均衡 式の ものと する。 ばね 式 又はお もり 式の もの は， 
適切な ハウジング 内にば ね 又はお もり を 入れる。 おもり 一て こ 式の 調整 器 は， どのような 場合に 
も 用いて はならない。 

12.3) ガス 圧 調整 器の 場合， 大気に 接続して 良好な 作用 を 行わせる ため， 外気に 通気させる 構造と する。 

13) 空気 供給 部に ほこ りが たま り， 混合器 及び パーナの 適正な 作動に 支障 を 与える おそれが ある 場合， 
空気 供給 部の 入口に 適正な 空気 圧 フィルタ を 取り付ける。 また， 予備の フィルタ を 準備し， 洗净 
時に フィルタ を 交換で きる 構造と する。 

14) 各 パーナ は， 燃焼 状態 力 《確認で きる 点検 用の 点検 窓 を 設ける。 

15) ガス 燃焼 装置 は， JISB8415 の 規定に よる。 

16) ガス 燃焼 方式の 場合 は， 感震 装置 及び ガス 漏れ 検知器 を 設ける。 

17) ガス 配管 系統に 緊急 遮断 弁 を 設け， ガス 圧 異常， 燃焼 異常 及 び 異常高温 を 検出して， 緊急 遮断 弁 

を 作動させる 機能 を 備える。 
1) 電気 加熱 装置 は， 次に よる。 

1) 炉 内で 露出して いる 加熱 材に は， 防護 具 を 取り付け， 完成品， 作業 者， 電気器具 などが 偶発的に 接 
触し ないように 保護す る。 

2) 遮断 スィッチ 又は 遮断器 は， すぐ 手の 届く 位置に 取り付ける。 主 スィッチ 又は 遮断器の 入った ェン 
クロージャ は， ロック 装置 を 設けて， 炉 内の 作業が 行われて いる 場合に は， ェン クロージャで ロッ 
ク できる 構造と する。 

3) 異常高温 検出 機能 及び 漏電 保護 機能 を 備える。 
4,9.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 清掃 又は 排水 時に 蒸し 槽 内に 残留 水がない よう に， 底 部 を 傾斜 構造と する。 また， 長 尺槽の 場合に は， 
排水溝 を 2 か 所以 上 に 取り付ける。 

b) 水洗 及び 冷却 槽の 上部に は， 天井からの 異物が 混入す る こと を 防止す るた め， 天井 カバー を 取り付け 
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る。 

c) 水洗 及び 冷却 バスケット は， シャワー 装置な どに よって， 常に 十分な 洗铮 がで きる 構造と する。 

d) 水洗 及び 冷却 槽 内に 生 蒸気 を 送る 管 を 配管し， 運転 中で も バス ケッ 卜の 熱 殺菌が できる 構造と する。 

e) ゆで 機の 断熱材 は 金属で 覆い， 金属の 継ぎ目 はすべ て シールす る。 ただし， 通気 口 は 開いて いても よ 
い。 また， 配管 部の 断熱材 は 金属 以外で もよ い。 

f) 水 循環 用 配管に 用いられ ている パイプ， バルブ 及び 継 手な どの 附属 品 は， 衛生的で， 分解が できる も 
のとす る。 また， 点検の ため 容易に 接近で きる 構造と する。 

g) 反転 式の 場合に は， 槽 内が 十分に 洗浄で きる ように， ゆで かご を 簡単に 取 り 外して 清掃が でき る 構造 
とする。 

h) 食品 接触 部に おける 搬送 機能 部品， シュート， 水 受け皿な ど は， 簡単に 脱 着で き， 洗淨 及び 殺菌が 可 
能な 構造と する。 

i) ダクト は 水が た （溜） まる ことがあ るので， 水 抜きが 完全に できる ように 据え付け， 水が 製品の 通る 
部分へ 漏れたり， 滴下し ない 構造と する。 燃焼 ガス を 通す 煙突に ついては， 適用し ない。 

j) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 清掃が 容易に できる ように， 床 面から 150 mm 以上の すき 間 を 

設ける。 
4.10 即席 めん 用 フライヤ 

4.10.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 揚げ油の 温度が， 設定した 許容 限界 値 を 超えて 上昇した 場合， 自動的に 熱源 を 遮断し， 警報 を 発する 

装置 を 設置す る。 

b) 電動機， 駆動 部， 軸受 部な ど は， 高温 部外に 設置し， 作業 者が 接近で きる 高温 部 及び 運動 部 は， 保護 
ガード （J1SB 9700-2 の 5.3 參照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

C) 油槽 は， 絞り 加工 又は 溶接 加工い ずれの 場合で も， 熱 又は 油に よる 材質の 変化 及び 形状の 変化が 生じ 
ない 構造と する。 

d) 上部 フード を 設置す る 場合 は， 作業 を 妨げない 高さと する。 

e) フード 用 ダクトに は， 温度 ヒューズ 付き ダンバ を 設ける。 ' 

f) 油槽の 上部 は， 床 又は 作業 台より 1 000 mm 以上と する。 

g) 火花が 油に 飛び散らない 構造と する。 

h) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

i) 設置 場所の 状況に 応じて， 常に 水平に 近い 安定した 状態 を 保持し， 高温 を 伴う 油が あふれ 出ない 構造 
とする。 

j) ガス 燃焼 方式の 場合に は， 次に よる。 

1) すべての 配管 は， 気密 試験 を 行う。 

2) 配管の 接続 部 は， はんだ 付け をして はならない。 燃料 を 供給す る 配管 接続 部に は， ねじ 継 手， フラ 
ンジ継 手 又は 溶接 を 用いる。 

3) 燃焼炉 は， 次の よ う な 適切で 強固な 煙突 又は 広い 煙道 と 連結され， 燃焼 ガス を 送 り 出す ものと する。 

3.1) 煙突 は据 付け 後， 良好な 状態 を 保つ 構造と する。 

3.2) 煙道の 管 又は 台座 は， 適切に 支持され る 構造と する。 

3.3) 自然 通風に 配 fiS した 煙道 ダンバ 又は 他の 通気 調整 装置 を 設ける。 

3.4) ダンバが 使用され ている 場所に は， 適切な 位置に その 最低 又は 最高点での 制限 装置 を 設ける。 ダ 
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ンパの 最低 位置 は， パーナの 最低 出力での 燃焼 空気 量が 得られる よう 調節で きる 構造と する。 ガ 
ス 加熱 式 タイプに 煙道 ダンバ を 接続す る 場合， ダンバが 閉じて いると き は パーナ も 停止す る 構造 
とする。 

4) 多 頭 パーナ 式の フライヤに は， 炉 内に 十分に あ る 二次 空気 及び 供給 ガス に よ つて 作動す る 個々 の大 
気圧 式 元 火 装置 を 備える か 又は 各 パーナに 電気 火花 式の 点火 装置 を 設ける。 

5) 電気 点火 装置 を 備えた 167.4X 10 3 ]d/h を 超える 加熱 能力 を もつ パーナに は， 火炎 検知 装置な どの 保 
護 装置 を 付加して 保護す る。 

6) 高圧 回路 及び 燃料 供給 部の 電源 故障の 場合， バー ナヘの 燃料 供給 と 組み合わ さ れた 電源 部 か ら 生じ 
る 電気 火花 式 点火 装置への 高圧電流 は， 一斉に 停止す る 構造と する。 

7) 電気 式 点火 装置 を 用いる フライヤ は， 点火 開始 前 及び 停止 後に 炉 内の 燃料 混合 ガス を 排除す る 電気 
制御 を 設けた 構造と する。 

8) 燃料 供給が ライン 圧力で 行われる 場合に は， パーナの 手前の 燃料 管 中に 次の よう な 安全 遮断 弁を設 
ける。 

8.1) 燃料 供給 圧が ライン 圧力 以上になる 場合， パーナ 手前の 燃料 ライン 中に 安全 遮断 弁 を 設ける。 た 
だし， 燃料 供給 ライン 中に 他の 自動 弁 を もち， 圧縮 装置が 停止す ると 燃料が 流れなくなる ように 
した ものに は 適用し ない。 

8.2) 電気 作動の 安全 遮断 弁 は， 非通電 時が "閉" であるよ うにし， 燃料の 供給 遮断 は 電気 作動に 依存 
しない 構造と する。 

8.3) 安全 遮断 弁が" 閉" 位置に なった 後の 再開 口の 場合に は， 手動 操作 方式と する。 また， 電気 制御 
方式の 場合に も， 安全 遮断 弁の 再開 口 を 手動で 行う 回路と する。 

8.4) 手動 式 再 作動 形の 安全 遮断 弁 は， 外部から "開" 位置に ロックで きない 構造と する。 

8.5) 燃焼 用 空気 をブ ロワに よって 供給す る 場合， 空気 供給 不良のと き は， 安全 遮断 弁が 閉じる ように 
イン 夕 ロックさせる。 

9) 燃料 供給 ラインに は， 手動 操作 式の 主 燃料 遮断 元 弁 を 設ける。 

10) すべての ガス パーナで， 167.4X 10 3 ld/h を 超える 加熱 能力 を もつ もの は， 火炎 作動 式の 安全器 を設 
ける。 また， 火炎 不良に よって 作動す る 安全器の 動作 間隔 は 2 秒 を 超えない ものと する。 安全器 
によって 一度 停止した ガス パーナ は， 手動で なければ リセットして， パーナ を 再起動す る ことが 
できない 構造と する。 

11) 燃料の 初期 圧力が 燃焼 空気 圧よ り 低い 場合に は， 空気が 燃料 配管に 逆流し ない ことが 望ましい。 
例えば， ガス パーナ 式 装置のと き， ガス 圧が 空気 圧より 低い 場合に は， 混合 装置の 手前の ガス 配 
管 中に 逆 止 弁な ど を 設ける。 

12) ガス 供給 圧が， フライヤでの 設定 圧より 高めに 設定して ある 場合に は， 次の ガス 圧 調整 器 を 設け 

る。 

12.1) ガス 圧 調整 器が 用いられ ている 場合， マ 二 ホールドに 送る ガス 圧 は， 最大から 最小に 至る 消費 作 
動 圧の 10 o/o 以内と する。 

12.2) ガス 圧 調整 器 は， ばね 式， おもり 式 又は 圧力 均衡 式の ものと する。 ばね 式 又はお もり 式の もの は， 
適切な ハウジング 内にば ね 又はお もり を 入れる。 おもり 一て こ 式の 調整 器 は， どのような 場合に 
も 用いて はならない。 

12.3) ガス 圧 調整 器の 場合， 大気に 接続して 良好な 作用 を 行わせる ため， 外気に 通気させる 構造と する。 

13) 空気 供給 部に ほこりが たま り， 混合器 及び パーナの 適正な 作動に 支障 を 与える おそれが ある 場合， 
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空気 供給 部の 入口に 適正な 空気 圧 フィルタ を 取り付ける。 また， 予備の フィルタ を 準備し， 洗浄 
時に フ ィ ル夕を 交換で きる 構造と する。 

14) 各 パーナ は， 燃焼 状態が 確認で きる 点検 用の 点検 窓 を 設ける。 

15) ガス 燃焼 装置 は， J1S B8415 の 規定に よる。 

16) ガス 燃焼 方式の 場合 は， 感震 装置 及び ガス 漏れ 検知器 を 設ける。 

17) ガス 配管 系統に 緊急 遮断 弁 を 設け， ガス 圧 異常， 燃焼 異常 及び 異常高温 を 検出して， 緊急 遮断 弁 
を 作動させる 機能 を 備える。 

4.10.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 製品の 通過 部 は， フィード コン ベア， 揚げ 網な どの 清掃の ために， 揚げ 枠が 昇降 可能な 構造と する。 

b) 揚げ油， バター， グ レース， アイシング， ジェリー， フィ リングの 分注， 移送 用の ポンプ， パイプ， 
バルブ 及び 附属 品 類 は， 衛生的で あり 分解が できる ものと する。 また， 清掃 • 点検の ため 接近で きる 
構造と する。 

C) 固定した 面に 隣接して いて 取り外せない 角 形ダク トは， その 面に シールされ るか 又は 固定 面から 少な 
くと も ダクト 幅の 1/5 の 間隔 を あけて 取り付ける。 ただし， その 間隔 は 50mm 以上と する。 

d) 油 循環 用 配管 は， 分解 • 組立が 容易に できる よう 継 手 を 用いた 構造と する。 

e) 外部 排気の ための 煙突， ダクト， フード 及び 天が い 類 は， 外部からの 異物が 入らない ように フィルタ 
を 取り付け， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

f) フードと ダクトとの 結合 部に は， フィルタ を 設け， 清掃の ための 取扱いが 容易な 構造と する。 また， 
フィルタの 取 付 部 は， 油の 滴下 防止 構造と する。 

g) 油槽， タンク， 配管 系な ど は， 完全に ド レン 抜きが できる ように 適切な 傾斜 をつ けた 構造と する。 

h) フライヤの 断熱材 は 金属で 覆い， 金属の 継ぎ目 はすべ て シールす る。 ただし， 通気 口 は 開いて いても 
よい。 

i) スライド ドアが ある 場合， スライド ドアの 底 部 ガイド は， 底と 両端が 十分に 開いて いて 排水 及び 清掃 
がで きる 構造と する。 

j) ダク トは， その 接合 部が シールされ ている か 又は その 部分が 取り外せる 構造と する。 

k) ダクト は， 水が た （溜） まる ことがあ るので， 水 抜きが 完全に できる ように 据え付け， 水が 製品の 通 

る 部分へ 漏れた り ， 滴下 しないよう に 調整す る 。 
1) 円筒形 ダクト は， ダクト 及び 隣接 面に 容易に 近づける ように， 固定 面から 間隔 を あけて 取り付ける。 
m) 排水 受け 又は 集 水 受け 器 は， こぼれた 水 又は 水滴 を 全部 集められ るよう 十分な 大きさと する。 また， 

清掃の ために 容易に 接近で きる 力、， 又は 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
n) フードの ― F 部に は， 油 だまり を 設け， 容易に 清掃が できる 構造と する。 

0) 貯蔵 器 又は ホ ツバに は， 上から かぶざる 形の ふた を 設ける。 その ふたが 2 枚 以上から なる 場合 は， 水 

滴な どが 滴下し ない 構造と する。 また， ヒンジ 式の ふた は 軸 を 外側に する。 
P) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機 喊は床 面から 150 mm 以上の すき 間 を 設ける。 
q) 機械と 隣接す る 構築物 及び 排出 用 • 配送 用の コン ベア を 除く 他の 装置との 間隔 は， 最低 900 mm 以上 
とする。 

r) 貯蔵タンク， ホ ツバ， シュート， 排気 煙突な ど は， 装置の 清掃 • 点検 を 妨げない ように 設置す る。 
4.11 連続 式 蒸 熱 殺菌 機 

4.11.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 搬送 機能 部品 及び シ ユート 部に は 固定 ガー ド （JiS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 駆動 部に 作業 者の 手 



著作 霞 法に よ 、) 餹霽 での mm. 転載 尊 は 禁止 されて おります。 
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指が 巻き込まれない 構造と する。 

過 加熱 （加熱 温度が 過大） を 防止す るた め， 加熱 部内に 入る 蒸気圧 力の 量の 最大値と， 蒸 機内の 許容 
最大 温度 を 制御す る 装置 を 設ける。 

蒸気 を 供給す る 配管の 継ぎ目 部に は， ねじ 継 手， フラン ジ継 手， 又は 溶接 を 用いる。 'T? 及び その 取 付 

け 具 は， JISB9650-2 の 5.2.1 に 適合した 材質で 汚れ， ばりの ない もの を 用いた 構造と する。 

主 遮断 弁 は， 自動 作動の バルブと は 別個に 操作で きる ように 設置し， 緊急 時には， 燃料 又は 蒸気 を 遮 
断す る 構造と する。 

すべての 電気 部品の 湿度 環境 は， JISB 9960-1 の 4.4.4 の 規定に よる。 また， 水が かかる おそれの ある 
電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JISB 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 に 従い 適切な 保護 等級と 

する。 

機械 は 床 又は 架台に 強固に 固定し， 位置が ずれたり 振動が 生じない よ う にす る。 
11.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

食品 接触 部の 搬送 機能 部品 及び シ ユー ト類 は， 容易に 脱 着で きて 洗浄 殺菌が 可能な 構造と する。 
食品 接触 部の 搬送 機能 部品 は， シ ャ ヮー 装置な どに よって， 常に 十分な 洗净 がで きる 構造 とする。 
殺菌 槽の 断熱材 は 金属で 覆い， 金属の 継ぎ目 はすべ て シールす る。 ただし， 通気 口 は 開いて いても よ 
い。 また， 配管 部の 断熱材 は 金属 以外で もよ い。 

加熱 中に 用いる 殺菌 槽 内への 吹 込み 用 蒸気に は，' 飲用に 適した 水 を 使用す る。 

殺菌 槽 内部が 容易に 洗浄で きる ように， 殺菌 槽 側面に 数 箇所の 扉 を 設け， 力、 つ， 簡単な 操作で 開閉で 
きる 構造と する。 

清掃 又は 排水 時に 蒸し 槽 内に 残留 水がない よ う に， 底 部 を 傾斜 構造に して 安全に 排水で きる 構造と す 

る。 

水 循環 用 配管 は， 分解 • 組立が 容易に できる よう 継 手 を 用いた 構造と する。 
床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転截 等は禁 Ik されて おります。 
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関連 規格 JISB0651 製品の 幾何 特性 仕様 (GPS) — 表面 性状 ： 輪郭 曲線 方式 - 触 針 式 表面 粗 さ 測定 機 

の 特性 

J1S B 9702 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメント の 原則 
JIS B 9703 機械 類の 安全性 - 非常 停止 - 設計 原則 

JIS B 9707 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こ と を 防止す るた めの 安全 距離 
J1S B 9708 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 下肢が 到達す る こと を 防止す る た めの 安全 距離 
JTS B 9709-1 機械 類の 安全性 一 機械 類から 放出され る 危険物 質に よる 健康への リ スクの 低減 

—第 1 部： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様 
JIS B 9709-2 機械 類の 安全性 一 機械 類から 放出され る 危険物 質に よ る 健康への リ ス クの 低減 

一 第 2 部： 検証 手順に 関する 方法論 
JIS B 9711 機械 類の 安全性一 人体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 最小す きま 
ISO 13851 Safety of machinery ― Two-hand control devices — Functional aspects and design principles 
ISO 13855 Safety of machinery ― Positioning of protective equipment with respect to the approach 

speeds of parts of the human body 
ISO 14119 Safety of machinery ― Interlocking devices associated with guards ― Principles for design 

and selection 

ISO 14120 Safety of machinery ― Guards ― General requirements for the design and construction of 
fixed and movable guards 

EN 547-1 Safety of machinery ― Human body measurements ― Part 1 : Principles for determining the 

dimensions required for openings for whole body access into machinery 
EN 547-2 Safety of machinery ― Human body measurements ― Part 2 : Principles for determining the 

dimensions required for access openings 
EN 563 Safety of machinery ― Temperatures of touchable surfaces ― Ergonomics data to establish 

temperature limit values for hot surfaces 
EN 614-1 Safety of machinery ― Ergonomic design principles "Part 1 : Terminology and general 

principles 

EN 1127-1 Explosive atmospheres. Explosion prevention and protection — Part 1 : Basic concepts and 
methodology 

EN 1672-1 Food processing machinery — Basic concepts ― Part 1 : Safety requirements 
EN 1672-2 Food processing machinery — Basic concepts ― Part 2 : Hygiene requirements 



お 作 権 法に よ り 無断での 複製， 載 等 は 禁止され ており ます。 
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製 めん 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 

解 eJi 



この 解説 は， 本体に 規定した 事柄 及び これに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日本規格協会へ お願いします。 

1. 改正の 趣旨 及び 経緯 

1.1 今回の 改正の 趣旨 食品 加工 機械の JIS は， 1988 年 か ら 1990 年に かけて JIS B 9650 (食料品 加工 
機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則） を はじめと する 8 種類の 細則 か ら なる シリーズと して 制定 さ 
れた。 しかし， これらの 規格 は 制定から 10 年 以上 経過して おり， この間， 機械の 安全. 衛生に 関する 幾つ 
かの ISO 規格 案が 公表され るな ど， 世界的に 安全 衛生 化に 関する 認識が 著しく 変化して いる ことから， こ 
の 規格 を 早急に 国際的な レベルに 合わせる ことが 必要と なった。 そのため， 社団法人 日本食 品 機械工業 会 
では， 1998 年 か ら 団体 規格 を 參考に 食品 加工 機械の JIS 規格 改正に 取組み， 翌 1999 年に は 通則で あ る JIS 
B 9650-1, -2 の 改正 原案 を 作成した。 この 通則の 改正 原案 は， 項 立てから 見直し を 行い 全面 改正と なった 
こ と 力、 ら， 本体の 1. で 規定して いると おり， 通則 を 拡張し 補完す るた めに 定められ ている この 規格 を はじ 
めと する 各種 細則 を， 通則との 整合 化 を 図る ために， 早期に 改正す る 必要性 をかん がみ， 改正 を 行った も 
ので ある。 

したがって， この 規格 は， 製 めん 機械に 関する 要求 事項 を 規定して いるが， 同時に JISB 9650-1 (食料 
品 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 1 部： 安全 設計 基準） 及び JISB9650- 2 (食料品 加 
ェ 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 2 部 ： 衛生 設計 基準） に 規定す る 各種 要求 事項 を 満た し 
ている ことが 必要で ある。 また， この 規格に おいて 扱って いない その他の 製 めん 機械に は， JIS B 9650-l， 
-2 に 規定す る 要求 事項が 適用され る。 
1.2 改正の 経緯 

1.2.1 改正の 基本 方針 1999 年から 2003 年に かけて 社団法人 日本食 品 機械工業 会 は， 食料品 加工 機械 業 
界， 食品 業界， 学識経験者 からなる "JISB 9651 改正 特別委員会" を 設けて， JISB 9650-1， -2 との 整合 

化 を 図る こと を 第一の 目的と し， 改正 原案の 作成 を 行った。 改正に 当たって は， 次の 基本 方針 を とりまと 

めた。 

a) JIS B 9960-1, JIS B 9650-1， -2 及び ISO 12100-1， -2 において 既に 規定して いる 要求 事項と 重複して 
いるもの は， 例外 を 除きす ベて 削除 するとと もに， 要求 事項の レベル を 合わせる などの 整合 化 を 図る 
ものと する。 

b) 社団法人 日本食 品 機械工業 会が， 1995 年から 1997 年までの 3 年間に わたり 作成した 業界 基準で 定め 
る 要求 事項 についても 検討 を 行い， 可能な もの は 改正案へ 取り入れる ものと する。 

C) 欧米諸国の 同じ 機種に ついて 規定した 主な 規格の 要求 事項と 比較し， 安全 • 衛生 性の 向上に 必要と 思 
われる ものに ついては， 可能な 範囲で 取り入れる ものと する。 

解 1 
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1.2.2 審議の 経過 1 999 年 4 月に "JIS B 9651 改正 特別委員会" を 設ける とともに WG を 設置 し て 具体 
的 な 改正 作業 に 取り組んだ。 2003 年 3 月に は WG から 提案され た JIS 改正案が 本 委員会 において 審議され 
承認され た。 

1.2.3 主な 改正 点 主な 改正 点 を 次に 示す。 

a) この 規格の 様式 は， JIS Z 8301 ： 2000 (規格 票の 様式） に 従って， 変更した。 

b) 関連 規格と して 参考 規格 を 整理して 記載した。 

C) この 規格で 設計 基準 を 規定す る 製 めん 機械に， 押出 めん 帯 機， 即席 めん 用 フライヤ 及び 連続 式 蒸 熱 殺 
菌 機の 3 機種 を 新たに 追加した。 

d) "めん 帯 機" と "複合 めん 帯 機" と を まとめ， これら を "めん 帯 機" とした。 

e) JIS B 9960-1, JIS B 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 において 規定して いる 要求 事項と 重複す る 内容 

のうち， 特定 部位が 指定され ている 事項 を 除き， すべて この 規格から 削除した。 

2. 審議 中 特に 問題と なった 事項 審議 中に 特に 問題と なった 事項 は， 次に よる。 

a) JTS B 9960-1, JIS B 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 と 重複す る 事項の 例外的な 取扱い 引用 規格と 
して 記載した JISB 9960-1， JIS B 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 に 既に 規定して いる 要求 事項 は， 
この 規格から 削除す る こと を 基本 方針と している 力ち ある 箇所 を 特定して 述べて いるものに ついては， 
これらの 規格 を 補足す る ものである とし， 削除せ ず 残す ことと した。 

3. 適用 範囲 この 規格の 引用 • 参照の 関係 は， JIS 相互の 間ば かりで はなく， JIS* 団体 規格 • 社 内規 格 

の 三者の 間で も 同様で ある。 したがって， 団体 規格 及び 社内 規格に も できるだけ この 規格 を 準用す る こと 
が 望ましい。 

4. 各 構成要素の 内容 

4.1 定義 （本体の 3.) 箇条の 題名 を JIS Z 8301 ： 2000 (規格 票の 様式） に 従って "用語の 意味" から 
"定義" に 改めた。 

用語に はこの 規格から 新たに 追加した "押出 めん 帯 機， 即席 めん 用 フライヤ 及び 連続 式 蒸 熱 殺菌 機" の 
3 用語 を 追加し， "複合 めん 帯 機" を 削除した。 

4.2 機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項 （本体の 4.) 箇条の 題名 を JIS B 9650-1， -2 に 合わせ "機種 別の 安 

全 及び 衛生 対策" を "機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項" に， また "安全対策" は "安全 要求 事項"， "衛生 
対策" は "衛生 要求 事項" に それぞれ 改めた。 
4.3 各種 安全 要求 事項 
4.3.1 保護 ガード 

a) 保護 ガードに は， 固定 式 ガード， 可動 式 ガード， 調整 式 ガード， イン 夕 ロック 付き ガード， 施錠 式ィ 
ン 夕ロッ ク 付き ガー ド 及び 制御 式 ガー ドがぁ り ， ガー ドの 種類が 指定され ている 場合 は， ISO 12100-1 
の 3.25 の 定義が 適用され る。 また， 本体で 設置 箇所の ほかに ガー ドの 種類 を 特に 明記して いない 場合 
は， その 機械に 対する リスク アセスメントに 基づき， その 構造に 最も 適切な ガード を 選択す る ことが 
必要で ある （ISO 12100-2 の 5.2 參 照）。 

b) 格子 状の 保護 ガード を 使用す る 場合 は， 個々 の 機械の 構造に よって 許容で きる すき 間 は 異なる。 した 
がって このような ガー ドを 取り付ける 場合 は， J1S B 9707 (機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達 
する こ と を 防止す るた めの 安全 距離）， JISB 9708 (機械 類の 安全性 一 危険 区域に 下肢が 到達す る こ と 

解 2 
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を 防止す るた めの 安全 距離） によって 安全 距離に ついて 規定して いるので， 参考と されたい。 また， 
その他の ガードで あっても， 危険 箇所と ガードの 間に どうしても すき 間が 生じる 場合 も， 許容され る 
す き 間の 寸法 を 上記 二つの 規格 を 参考 に 検討す る 必要が あ る 。 
4.3.2 回転 電気 機械 （電動機)， 電気 機械 器具の 保護 等級 水な どの 液体に よる 洗浄が 予想され る 製 めん 
機械の モータな どの 回転 電気 機械， 及び 電気 制御 操作盤 並びに ェン クロージャ などの 電気 機械 機器の 保護 
，級 は， それぞれ JISC 0920 [電気 機械 器具の 外郭に よる 保護 等級 （IP コード）]， J1S C 4034-5 (回転 電 
気 機械 一 第 5 部 ： 外被 構造 による 保護 方式 の 分類） において 規定され る 1 P コード を 用いて 表して いる。 試 
験 方法 も これらの 規格に 規定して いるので， 参考と されたい。 JIS C 4034-5 において 回転機に よく 使用 さ 
れる 保護 方式と して， IP コードの 等級 分類が 解説 表 1 のように 示されて いる。 



解説 表 1 IP コード 



IP コード 



第 1 特性 数字 
固形 異物の 侵入に 対する 機器 （人体） 
の 保護の 度合い 






保護な し 






^直径 50 mm 


(手の甲） 


2 


^直径 12.5 mm 


(指） 




^直径 2.5 麵 


(工具） 


4 


^直径 1.0 mm 


(ワイヤ） 




防 じん 保護 


(ワイヤ） 


6 


耐 じん 


(ワイヤ） 









第 2 特性 故字 
有害な 影響 を 伴う 水の 侵入に 対する 

機器の 保護の 度合い 



保護な し 
鉛直 滴下 
滴下 （15° 傾斜） 



はねかけ 
噴射 

強力 噴射 
一時的 水没 
連続 水没 



また， IP コード を 特に 規定して いない 機種に ついては 少なく とも 1P22 の 保護 等級と する ことが J1S C 
0920 に 規定して おり， また， ェン クロージャの 代表的な 保 誰 等級 は， JISB9960-1 に 次のように 示されて 
いる。 

- 電動機 始動 用 抵抗器と その他の 大型 装置 だけ を 収納す る 換気 式ェン クロージャ IP 10 

― 一般 産業 用ェン クロージャ 1P32， IP43, IP54 

- ホースに よる 低圧の 洗净 水が かか る 場所で 使用 する ェン クロージャ rP55 
- 粉 じ んに対 し て 保護す るェン クロージャ 1:P65 



4.3.3 通常の 作業に 危険の ない 構造 機械の 設計 • 開発の 段階で 実施され る リスク アセスメント （ISO 
12100-1 の 5 参照） において， 誤った 作業 を 含めた 作業 者が 取りうる すべての 作業 を 検証し， 存在す る危 
害 を 被る リスクが， 許容 レベルまで 低減が 図られて いる 構造 を 意味す る。 

4.3.4 危険 箇所に 到達し ない 構造 押しつ ぶし， せん 断， 及び 巻き込まれ などの リスク を 低減す るた めに， 

対象と する 身体 又は その 一部 及び 衣服が 危険 源に 到達し ないように， 距離 を 大きく 取る 力、， 又は 進入 口 を 
狭めるな どの 対策 を 講じ， 適切な リスクの 低減 を 図った 構造 を 意味す る （ISO 121 駕 -2 の 4.2 参照)。 



解 3 
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4.3.5 手指より 小さい 寸法 ISO 12100-1 の 5 に 従って 適切な リスク 低減 を 行い， 最小す き 間 を 特定す る 

必要が ある。 このと き， 危険 源のへ の 近づき やす さ， 想定す る 作業 者が 属する 民族的 人体の 寸法 データ， 
技術的 • 使用 上の 制限な ど を 考慮し なければ ならない。 
4.4 各種 衛生 要求 事項 

4.4.1 容易に 清掃で きる 構造 汚染 物が 奨励され る 清掃 方法に よって 容易に 除去され る 構造 を 意味す る。 
4.4.2 簡単な 工具 簡単な 工具と は， ドライバー， レンチ， スパナな ど を 意味す る。 
4.4.3 容易に 取 外し （分解） できる 構造 手 又は 簡単な 工具で 取 外し や 分解が できる 構造 を 意味す る。 
4.4.4 容易に 分解 洗浄が できる 構造 手 又は 簡単な 工具で 意図す る レベルまで 容易に 分解で き， かつ， 奨 

励され る 洗浄が できる 構造 を 意味す る。 

4.4.5 接近で きる 構造. 特殊な 工具 を 使用し ないで 見たり 触れたり できる 構造 を 意味す る。 
4.4.6 容易に 接近で きる 構造 工具 を 使用し ないで 見たり 触れたり できる 構造 を 意味す る。 



解 4 
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原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9656 改正 特別委員会 構成 表 
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千尋 篤 株式会社 丸 菊麵機 
粟飯原 有 禧 日 清 エンジニアリング 株式会社 
(事務局） 大村宏 之 社団法人 日本食 品 機械工業 会 
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